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……この章の必勝ポイント…………この章の必勝ポイント……

重 要
ランク

 売買契約は当事者の口約束だけで成立するから，土地の所有
者が，別々の買主と，二重に売買契約を締結してしまうようなことも起こ
り得るんだ。もちろん，土地は１つしかないから，どちらかの買主が土地
を取得すれば，もう片方は土地を取得できないよね。そこで，どち
らの買主が土地を取得することができるか，という点につい
て，ルールが決められているんだ。 
　このルールを「対抗要件」といい，不動産の対抗要件
は「登記」とされているんだよ。ここでは，こういっ
た物権変動のルールを学習するよ。 

所有権のほか，抵当
権などの権利も対抗
要件が問題となりま
す。

用語解説
対抗する：
既に効力の生じた法
律関係を当事者以外
の第三者に主張する
（効力を及ぼす）こ
と。それができる状
態を「対抗力を有す
る」といいます。

１　物権変動とは
　物権変動とは，所有権が移転したり，抵当権が発生したり
というように，物権の発生や移転，その消滅をいいます。
　このような物権変動は，当事者の意思表示の合致のみで効
力が生じるのが原則です。例えば，土地の売買契約では，売
主と買主の合意のみで土地の所有権が買主に移転し，登記や
契約書の作成などは，所有権の移転に必要ありません。
　ただし，このような物権変動は目に見えるものではないた
め，第三者に主張するためには，誰からでもわかるように，
登記など，外から目に見える形の「対抗要件」が必要となり
ます。
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 出た!1

第５章不動産物権変動
登記が必要な場合と不要な場合
「取消し後，解除後，時効完成後」の第三者
相続と対抗要件の関係

S

本書の利用法

　本書は，日建学院の“合格ノウハウ”を凝縮した，宅建受験生のための基
本テキストです。効率よく知識をインプットし，“合格ライン”にムリなく
到達するための工夫が，いたるところに凝らされています。

▶ 学習ポイントを指南！
『アプローチ』

▶ 優先学習のための『重要ランク』

▶ 狙われるポイントがわかる！
『出た！』アイコン
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知事免許と大臣免許
に優劣はありませ
ん。単に免許取消処
分など主な監督処分
についての監督権者
が異なるだけです。

一の都道府県の区域内のみに
事務所を設置する 都道府県知事の免許

複数の都道府県の区域に
事務所を設置する 国土交通大臣の免許

免許の区分要 整点

出所直後に
宅建業をやらせて
大丈夫かな……??

　高額な不動産の取引においてトラブルが起きた場合，消費

免許の基
き

準
じゅん
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けっ
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要
よう

件
けん

）2
第
２
章

免
許
制
度

①の「本命令」は，
特定行政庁のみが行
うことができます
が，②の「緊急時の
仮命令等」は，特定
行政庁だけでなく，
建築監視員も行うこ
とができます。

１　違反建築物に対する措置等
①　是

ぜ

正
せい

のための手続きの原則（本命令）
　特定行政庁は，建築基準法令の規定等に違反した建築物
または建築物の敷地につき，違反を是正するために，建
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，現場管理者，所有者，管理者，占有者に対し
て，次のア，イの必要な措置をとることを命ずることがで
きます。
　ア　工事施工の停止
　イ 　相当の猶
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▶ ポイントを確実に把握！『要点整理』

▶ イメージで記憶にインプット！
『イラスト＆図解』

▶ いったん後回しでもOK！
『発展』アイコン
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建物賃貸借の終了に伴う原状回復 出た!

　建物賃貸借が終了して物件の明渡しをする場合，賃借人の落ち度に
よる汚損・破損を除いて，回復に必要な費用（通常損耗の回復費用）
は賃貸人が負担するのが原則です。なぜなら，賃借人の通常の使用に
伴う損耗は，賃料に含まれると考えられるからです。どこまでが通常
損耗であるかについては，しばしば争いの対象となりますが，それを
超える損耗であることは，賃貸人の側が主張・立証すべきと考えられ
ています。
　なお，「通常損耗も賃借人の負担で回復する」旨の特約が明確にされ
ている場合は，裁判所が，その特約を有効と認めることがあります。

256

❶　Ａが，用途地域内の自己所有の宅地を駐車場として整備し，その賃貸を業とし
て行おうとする場合で，当該賃貸の契約を宅建業者の媒介により締結するとき，
Ａは免許を受ける必要はない。

❷　Ａの所有するオフィスビルを賃借しているＢが，不特定多数の者に反復継続し
て転貸する場合，ＡとＢは免許を受ける必要はない。

❸　Ａが，その所有地にマンションを建築したうえで，自ら賃借人を募集して賃貸
し，その管理のみをＢに委託する場合，Ａ及びＢは，免許を必要としない。

❹　Aが，甲県からその所有する宅地の販売の代理を依頼され，不特定多数の者に
対して売却する場合， Aは，免許を必要としない。

❺　宅建業者が廃業届を提出し，免許の効力を失った場合であっても，その者は，
廃業前に締結した契約に基づく取引を結了する目的の範囲内においては，なお宅
建業者とみなされる。

問 題 ＊理解度を『重要チェック問題』で確認してみよう＊

❶　○　用途地域内の駐車場は「宅地」です。しかし，Ａは駐車場を自ら賃貸するので
取引にはあたらず，免許は不要です。

❷　○　ＡはＢに建物を自ら賃貸していますが，「自ら貸借」は「取引」に該当しない
ためＡは免許不要です。また，Ｂによる転貸も「自ら貸借」であり，「取引」に
あたらないため，Ｂも免許は不要です。「賃貸人・転貸人」とでてきたら，その
者は「免許不要」と覚えてしまいましょう。

❸　○　「自ら貸借」や不動産の建築・管理は，「取引」にあたらないので，宅建業の免
許は不要です。

❹　×　代理人として不特定多数の者に反復継続して宅地の売買を行う場合， Aは，宅
建業の免許が必要となります。そのことは，県から代理を依頼されたとしても，
変わりはありません。

❺　○　廃業前の契約に基づく取引を結了する目的の範囲内においては，なお宅建業者
とみなされます。

解 答

▶ 知識をググッとレベルUP！
『発展コラム』

▶ 知識を定着！
『重要チェック問題』
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手付の交付がされて
いても，相手方に債
務不履行があれば，
これを理由として，
契約の解除をするこ
とは可能です。
この場合，手付はま
ず，いったん原状回
復として返還しなけ
ればならず，それか
ら手付とは無関係
に，債務不履行によ
る損害賠償請求をす
ることとなります。

　手付解除は，自分が履行に着
ちゃく

手
しゅ

していても，相手方が履行
に着手していなければ，することができます。つまり，解除
の可

か

否
ひ

は相手方の履行の着手の有無で決まります。

　履行の着手とは，例えば，売主が移転登記のための測
量をしたとか，実際に買主が中間金を支払った，
という場合を指し，単に中間金を準備しただけ
では履行の着手とはいえないんだ。

［手付解除の可否］ （○＝解除できる，×＝解除できない）

事　　　　　　例 A B
Aは履行に着手したが，Bは履行に着手していない ○ ×

Aは履行に着手していないが，Bは履行に着手した × ○

AもBも，履行に着手していない ○ ○

AもBも，履行に着手した × ×

●現在，Ｂは，手付を放棄して解除できますが，Ａは，Ｂが履
行に着手しているので，手付の倍返しをしても解除でき
ません。
●また，Ｂは，手付による解除をした場合，支払った代金の
一部（中間金）の返還を求めることができます。

売主 買主

売買契約

A B
手付
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手付による解除のポイント  H292
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▶“ニャカ先生”が詳しくレクチャー！
『プチ講義』

▶ 学習をフォロー！ 多彩な『アイコン』
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……この章の必勝ポイント…………この章の必勝ポイント……

重 要
ランク

 さて，いよいよ宅建業法の始まりだよ。本試験では20問近く
も出題される最重要科目なので，気を引き締めて学習してね。まず最初は

「用語の定義」。重要なポイントは上の黒板に書いた３点なんだけど，
中でも「宅地建物取引業」の定義については，具体的な事例
問題が出題の中心なので，しっかり理解しておかないとい
けないんだ。ある行為が「宅地建物取引業かどうか」判
断し，「宅地建物取引業に該当」するなら「免許が必要」
というふうに，段階に分けて考えるんだよ。

第１章用 語 の定義
「宅地」の定義
「宅地建物取引業」の定義
「事務所」の定義

俗にいう「不動産屋
さんの免許」とは，
宅建業の免許のこと
を指しています。た
だし，不動産の管理
や賃貸のみを行うと
きは宅建業の免許は
必要ありません。し
たがって，必ずしも
「不動産業者＝宅建
業者」ではありませ
ん。

アパートの大家さんに
「免許」って必要なの？

　宅地建物取引業（宅建業）を行うには免許が必要です。つ
まり，

１　「宅地・建物」の

▲▲

２　「取引」を

▲▲ ３　「業」として
　　行うこと

　これら１～３のすべてに当てはまる行為には免許が必要と
なり，ひとつでも欠ければ，免許は不要となります。
　それでは，１～３を，それぞれ見ていきましょう。

免
めん

許
きょ

が必
ひつ

要
よう

な行
こう

為
い

1

A
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宅建業法の「宅地」
と法令上の制限で登
場する宅地造成等規
制法や土地区画整理
法の「宅地」は，そ
れぞれ定義が異なり
ます。

宅地とならないもの
は道路・公園・河
川・広場・水路の５
つに限定されている
点に注意しましょ
う。また，道路予定
地や公園予定地で
あっても，現在，道
路・公園でなければ
宅地です。
「ド・コ・カ・のヒ
ロバがミズたまり」
と覚えてしまいま
しょう。

自社物件の賃貸は宅
建業ではない，とい
う知識は本試験頻出
です。宅建業でな
ければ，宅建業法
の規制を受けません
から，免許はもちろ
ん，重要事項の説明
を行うこと等も不要
となります。

代理は，当事者に代
わって代理人が契約
をするのに対し，媒
介は，単に当事者が
行う契約をセッティ
ングするだけですの
で，媒介者は，契約
の当事者とはなりま
せん。

１　宅地・建物 出た!

　「宅地」とは次の①～③のもの，「建物」とは④のものをい
います。

①　現在，建物が建っている敷地
　現在，建物が建っている敷地は，その建物の種類や規模，
また，登記簿上の地

ち

目
もく

にかかわらず，全国どこでも宅地と
なります。
②　将来，建物を建てる目的で取引される土地
　例えば，登記簿上は宅地でなくても，また，現況が田ん
ぼや畑であっても，将来，建物を建てる目的で取引される
土地は，全国どこでも宅地となります。
③　都市計画法で定められている用

よう

途
と

地
ち

域
いき

内の土地
　用途地域内の土地は，建物や建物を建てる目的の有無に
関係なく，すべて宅地です。ただし，現在，「道路・公園・
河川・広場・水路」として利用されている土地は，宅地で
はありません。
④　建物
　建物は，「一般の建築物」とほぼ同じと考えればよいで
しょう。ただし，建物の一部であるアパートやマンション
の「○○号室」も，「建物」です。

２　取引 出た!

　「取引」とは，上記の宅地・建物について行う，次の①ま
たは②の行為をいいます。
　①　自

みずか

ら売買・交換をすること
　宅地や建物を自ら売買・交換をすることが，取引です。
したがって，自ら貸借することは，「取引」に該当しませ
ん。アパートの大家さんの行為は「自ら貸借」になります
から，取引ではなく，免許は不要，ということになります。
② 　売買・交換・貸借の代理・媒介をすること
　大家さんから依頼を受けてアパートの貸借について代理
や媒介（仲介）をする行為は，取引となります。

第
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宅地の分譲のよう
に，繰り返し行われ
ることが想定される
ものは，最初の１回
めの契約時から「反
復継続」と扱われま
す。

他人の所有している
不動産を賃借してい
る者が，転貸する行
為（転貸借）も，自
ら貸借する場合とし
て，取引に該当しま
せん。

３　「業
ぎょう

」として行うこと 出た!

　「業」とは，不
ふ

特
とく

定
てい

多
た

数
すう

を相手に，反
はん

復
ぷく

継
けい

続
ぞく

して行うこと
をいいます。
　不特定多数とは，「ある会社の従業員」というような特定
をせず，多くの人を対象とするということです。また，反復
継続とは，繰り返し行うことをいいます。

　「宅建業」といえるかどうか，具体例で考えてみようね。

● 自己所有の農地を宅地に転用し，10区画に造成し
た後，一括して宅建業者に媒介を依頼して不特定
多数に分譲すること

　　➡ 宅建業者に媒介を依頼しても，宅地分譲の売主は，
自ら宅地を反復継続して売買することになるので，
宅建業にあたるんだ。

● 所有地の一部を宅地に造成し，これを自ら売主と
なって公益法人のみに分譲すること

　　➡ 「公益法人のみ」を対象にするといっても，それ
は不特定多数を相手方にすることになるから，そ
の行為は宅建業にあたるんだ。

● 他人から賃借したビルの10室を，自ら不特定多数
に転貸すること

　　➡ 自ら所有する物件の貸借と同様に，転貸も宅建業
にあたらないよ。

● 自社所有の宅地を区画割し，自社の社員にのみ分
譲すること

　　➡ 自社の社員のみに販売する場合は相手方が特定し
ているから，宅建業にあたらないよ。

● 自己所有の宅地を一括して宅建業者に売却し，当
該宅建業者が不特定多数に分譲すること

　　➡ 宅建業者への一括売却は反復継続性がな
いから，宅建業にあたらないよ。
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国・地方公共団体の
委託を受けて分譲の
代理･媒介を行う業
者は，国等とは扱わ
れないため，免許が
必要となります。

信託会社等には，免
許に関する規定のみ
適用されないだけ
で，重要事項の説明
その他の規定は適用
されます。

宅建業の免許は，相
続や法人の合併等に
よって承継すること
ができません。
ですから，例えば，
宅建業の免許を受け
た会社Ａを吸収合併
した会社Ｂは，自ら
免許を取得しない
と，宅建業を営むこ
とができません。

　宅地建物取引業者（宅建業者）とは，免許を受けて宅建業
を営む者をいいます。しかし，次の①～③は，免許を受けな
くても例外的に宅建業を営むことができます。

①　国等
　国・地方公共団体・地方住宅供給公社などには，そもそ
も宅建業法が適用されません。ですから，免許を受けるこ
となく宅建業をすることができます。
②　信託会社等
　信託会社・信託銀行は，国土交通大臣に届出をすること
によって，国土交通大臣の免許を受けた宅建業者とみなさ
れます。したがって，通常の免許申請手続きを経ることな
く，宅建業を営むことができます。
③　取引の結

けつ

了
りょう

の範囲内で取引を行う者
　免許取消処分，死亡，合併または廃

はい

業
ぎょう

等の届出によっ
て免許が効力を失った場合，宅建業者であった本人または
相続人等は，その業者が締結した契約に基づく取引を結了
（完了）する目的の範囲内で，なお宅建業者とみなされます。

取引を結了する目的の範囲内で
宅建業者として扱われる

取引の結了契約 免許失効

　契約締結後に宅建業者の免許が失効したり，宅建業者が
死亡した場合，この規定がないと，その契約を
完了させるための登記の移転や引越し等の行為
も「無免許営業」になってしまうもんね。

宅
たっ

建
けん

業
ぎょう

を行うにつき免許が不要な場合 出た!2
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事務所には，「専任
の宅建士，従業者名
簿，帳簿，報酬額，
標識」の５点を必ず
設置・掲示しなけれ
ばなりません。
なお，後出P.403に
「まとめ」の表［各種
設置義務等の要否］
がありますので，全
体の学習後に必ず参
照しておきましょう。

会社の本店や支店は
商業登記簿に登記さ
れているものを指し
ますが，登記されて
いない支社や出張所
が，右の③に該当す
ることになります。

　宅建業者の「事務所」とは，次の①～③の場所を指します。
①　本店（主

しゅ

たる事務所）
②　宅建業を営む支店（従たる事務所）

 支店は宅建業を営むものだけが事務所となる
ため，例えば，建設業のみを営む支店は宅建業者
の事務所ではありません。
　対して，本店はすべての支店を統括する機能が
あるため，宅建業を営む支店を１つでも有する限
り，本店で宅建業を営んでいなくても，その本店
は宅建業者の事務所と扱われます。

③ 　継続的に業務を行うことができる施設であって，宅建
業にかかる契約を締結する権限を有する使用人を置く場
所

宅　　 地
●現在または将来に建物の敷地に供される土地
● 用途地域内の土地（現在，道路，公園，河川，

広場，水路を除く）

「取引」に
あたるか
どうか
（○＝あた
る，×＝あ
たらない）

取引様態 売　買 交　換 貸　借
自　ら ○ ○ ×

媒　介 ○ ○ ○

代　理 ○ ○ ○

宅建業者 免許を受けて宅建業を営む者
事 務 所 本店，宅建業を営む支店　など

用語の定義要 整点

3 事
じ

務
む

所
しょ
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❶　Ａが，用途地域内の自己所有の宅地を駐車場として整備し，その賃貸を業とし
て行おうとする場合で，当該賃貸の契約を宅建業者の媒介により締結するとき，
Ａは免許を受ける必要はない。

❷　Ａの所有するオフィスビルを賃借しているＢが，不特定多数の者に反復継続し
て転貸する場合，ＡとＢは免許を受ける必要はない。

❸　Ａが，その所有地にマンションを建築したうえで，自ら賃借人を募集して賃貸
し，その管理のみをＢに委託する場合，Ａ及びＢは，免許を必要としない。

❹　Aが，甲県からその所有する宅地の販売の代理を依頼され，不特定多数の者に
対して売却する場合， Aは，免許を必要としない。

❺　宅建業者が廃業届を提出し，免許の効力を失った場合であっても，その者は，
廃業前に締結した契約に基づく取引を結了する目的の範囲内においては，なお宅
建業者とみなされる。

問 題 ＊理解度を『重要チェック問題』で確認してみよう＊

❶　○　用途地域内の駐車場は「宅地」です。しかし，Ａは駐車場を自ら賃貸するので
取引にはあたらず，免許は不要です。

❷　○　ＡはＢに建物を自ら賃貸していますが，「自ら貸借」は「取引」に該当しない
ためＡは免許不要です。また，Ｂによる転貸も「自ら貸借」であり，「取引」に
あたらないため，Ｂも免許は不要です。「賃貸人・転貸人」とでてきたら，その
者は「免許不要」と覚えてしまいましょう。

❸　○　「自ら貸借」や不動産の建築・管理は，「取引」にあたらないので，宅建業の免
許は不要です。

❹　×　代理人として不特定多数の者に反復継続して宅地の売買を行う場合， Aは，宅
建業の免許が必要となります。そのことは，県から代理を依頼されたとしても，
変わりはありません。

❺　○　廃業前の契約に基づく取引を結了する目的の範囲内においては，なお宅建業者
とみなされます。

解 答

第
１
章

用
語
の
定
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